
○高浜市生活困窮世帯等の子どもに対する学習等支援事業実

施要綱 

平成２７年９月１日 

改正 平成２８年４月１日 

平成２９年４月１日 

平成３０年４月１日 

（題名改称） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、生活困窮者自立支援法（平成２５年法律第１

０５号）第６条第１項第４号並びに母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）第３１条の５第１項第２号及び

第３１条の１１第１項第２号の規定に基づき市が実施する生活困

窮世帯等の子どもに対する学習及び生活習慣の習得の支援を行う

事業（以下「事業」という。）について、法令に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（平成３０年４月１日・全改） 

（定義） 

第２条 この要綱において「生活困窮世帯等」とは、次の各号のい

ずれかに該当する世帯をいう。 

(１) 生活困窮者自立支援法第２条第１項に規定する生活困窮者

の属する世帯 

(２) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に基づく保護を

受けている世帯 

(３) 母子及び父子並びに寡婦福祉法第６条第６項に規定する配

偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの又は同項に規定

する配偶者のない男子で現に児童を扶養しているものの属する

世帯 

（平成３０年４月１日・全改） 

（実施主体） 

第３条 事業の実施主体は、市とする。ただし、次に掲げる要件を

満たす者であって、社会福祉法人、一般社団法人若しくは一般財

団法人又は特定非営利活動法人その他市長が適当と認めるものに、

市が直接行うこととされている事務を除き、事業の全部又は一部

を委託して実施することができる。 

(１) 事業を適切、公正、中立かつ効率的に実施できること。 



(２) 事業の趣旨を十分に理解していること。 

(３) 事業を健全に遂行するに足りる人員及び財政的基礎を有す

ること。 

(４) 子どもに対する学習及び生活習慣の習得の支援並びに相談

支援の実績があること。 

(５) 個人情報の取扱いについて、適切な保護措置を講じている

こと。 

(６) 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 社会福祉に関する法律又は労働基準に関する法律の規定に

より、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執

行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しな

い者 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員若しくは

暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下この

号において「暴力団員等」という。）がその事業活動を支配

する者又は暴力団員等をその業務に従事させ、若しくは当該

業務の補助者として使用するおそれのある者 

ウ 破壊活動防止法（昭和２７年法律第２４０号）第５条第１

項に規定する暴力主義的破壊活動を行った者 

エ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和

２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業又

は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業に該当する事業

を行う者 

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定

に基づく更生手続開始の申立てが行われている者又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第１項の規定に

基づく再生手続開始の申立てが行われている者 

カ 破産者で復権を得ない者 

キ 役員のうちにアからカまでのいずれかに該当する者がある

者 

ク アからキまでに掲げる者のほか、その行った事業（過去５

年以内に行ったものに限る。）に関して関係法令の違反その

他の不適切な行為をした等の理由により、事業を行わせるこ

とが不適切であると認められる者 



（平成３０年４月１日・一部改正） 

（対象者） 

第４条 事業の対象となる者（以下「対象者」という。）は、原則

として、市内に居住する生活困窮世帯等に属する子どもであって、

小学校、中学校又は高等学校等に在学する児童（小学４年生から

６年生までの者に限る。）、生徒又は学生とする。 

（平成２８年４月１日・平成３０年４月１日・一部改正） 

（事業の内容） 

第５条 事業の内容は、学習支援教室の開催及び運営を通じた次に

掲げる支援（以下「学習等支援」という。）を行うものとする。 

(１) 基本的な生活習慣の習得支援及び生活指導並びに学習習慣

の定着のための学習支援 

(２) 子どもの居場所の提供、進路相談及び保護者に対する養育

支援 

(３) その他市長が貧困の連鎖の防止に資すると認める支援 

２ 学習等支援は、高浜市子ども健全育成支援員設置規則（平成２

７年高浜市規則第１５号）に基づき高浜市福祉事務所に置く子ど

も健全育成支援員と緊密に連携しつつ、実施するものとする。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（職員等の配置） 

第６条 事業の実施に当たって、第３条の規定により事業の全部又

は一部の委託を受けたもの（以下「受託者」という。）が置くべ

き職員等及びその員数は次のとおりとする。 

(１) 事業の実施責任者 １名 

(２) 学習等支援を行う職員（以下「運営スタッフ」という。） 

１名以上 

(３) 生活習慣の習得の支援を行う市内在住の職員 １名以上 

(４) 学習等支援を行うボランティア（以下「学習等支援ボラン

ティア」という。）事業を効果的に実施するために必要な員数 

２ 事業の実施責任者及び運営スタッフは、子どもの学習支援及び

健全育成支援等について理解及び熱意がある者であって、学習等

支援を適切に行うことができる人材とする。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（学習等支援ボランティアの育成等） 

第７条 受託者は、事業を効果的に実施するため、必要に応じて学



習等支援ボランティアの募集及び採用を行うとともに、学習等支

援ボランティアに対して、事業の実施に関する研修プログラムを

策定し、これに基づき、教育研修を実施するものとする。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（実施施設） 

第８条 事業は、原則として、市内の公共施設その他の事業を実施

するために適当な施設において実施するものとする。ただし、対

象者の状況等を踏まえた上で、必要に応じて、運営スタッフがそ

の居宅を訪問して事業を実施することができる。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（実施日数及び実施時間数） 

第９条 受託者は、学習等支援を少なくとも毎週１回以上実施する

ものとする。この場合において、１回あたりの実施時間数につい

ては、原則として３時間以上とし、市長と受託者が協議して定め

るものとする。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（利用申込及び利用決定） 

第１０条 事業の利用を希望する者（以下「利用希望者」という。）

の保護者は、高浜市学習等支援事業利用申込書（様式第１。以下

「申込書」という。）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申込書を受理したときは、利用希望者の事業の

利用の適否を審査するものとする。 

３ 市長は、前項による審査の結果、利用希望者が事業を利用する

ことが適当であると判断したときは、当該利用希望者を事業の利

用者（以下「利用者」という。）と決定（以下「利用決定」とい

う。）し、高浜市学習等支援事業利用承認通知書（様式第２。以

下「承認通知書」という。）により、当該利用希望者の保護者に

通知するものとする。 

４ 市長は、前項の規定により利用決定を行った場合は、遅滞なく

第１項の申込書及び前項の承認通知書の写しを受託者に送付する

ものとする。 

５ 市長は、第２項の規定による審査の結果、利用希望者が事業を

利用することが不適当であると判断したときは、その旨を高浜市

学習等支援事業利用不承認通知書（様式第３）により、当該利用

希望者の保護者に通知するものとする。 



（利用申込の特例） 

第１１条 前条の規定にかかわらず、市長が別に定める期間におい

ては、利用希望者は受託者を経由して市長に行う簡易な利用登録

により、暫定的に前条第３項の利用決定を受けたものとみなす。 

２ 受託者は、前項の利用登録を行った利用希望者の名簿を作成し、

市長に提出するものとする。 

（利用料等） 

第１２条 事業の利用料は無料とする。ただし、食材料費等につい

ては、やむを得ない場合を除き、利用者の実費負担とする。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（実施状況の報告等） 

第１３条 受託者は、利用者ごとに学習支援教室等の参加状況を記

録するとともに、毎月、事業の実施状況を高浜市学習等支援事業

実施状況報告書（様式第４）に記録し、別に定める日までに市長

に報告しなければならない。 

２ 受託者は、利用者が学習支援教室等に長期にわたり参加しない

ときは、その理由を利用者本人及び保護者から聴取するものとす

る。 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

（秘密の保持） 

第１４条 受託者は、事業の実施により知り得た情報について、個

人情報の保護及び漏えい防止に関して周知徹底を図らなければな

らない。 

２ 受託者の役員若しくは職員又はこれらの者であった者は、その

委託を受けた事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

委託業務が終了した後においても同様とする。 

（緊急時対応等） 

第１５条 受託者は、事業の実施に関して、事故その他の緊急事態

等が発生した場合は、速やかに保護者及び市の担当者に連絡する

とともに、必要な措置を講じなければならない。 

（実施状況の聴取） 

第１６条 市長は、必要に応じて、受託者から事業の実施状況につ

いて聴取を行うことができる。 

（雑則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要



な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２７年９月１日から施行し、平成２７年４月１

日から適用する。 

附 則（平成２８年４月１日） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１日） 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年４月１日） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（高浜市ひとり親家庭の子どもに対する生活・学習支援事業実施

要綱の廃止） 

２ 高浜市ひとり親家庭の子どもに対する生活・学習支援事業実施

要綱（平成２８年６月９日施行）は、廃止する。 



 



 



 



 



様式第１（第１０条関係） 

（平成２９年４月１日・平成３０年４月１日・一部改正） 

様式第２（第１０条関係） 

（平成３０年４月１日・一部改正） 

様式第３（第１０条関係） 

様式第４（第１３条関係） 

（平成３０年４月１日・全改） 

 


